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Abstract : At the end  of the Cold War in the 1990s, major industrialized nations introduced 
new education reforms aimed at promoting the concept of citizenship. This concept is based 

on social equality and fairness in modern civil society. 

 Japan like many other developed countries faces a turning point with its education 
reforms . Therefore , it is necessary for universities to evaluate teachers' capabilities and 

qualities in relation to ethics of educational research . The reason is that teachers are 
required to fulfill communal responsibilities both in education and research as members of 
a professional group. 

 Most of universities and research institutions have a research ethical code and strict rules 
for preventing research misconduct. The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology (Monbu-kagaku-sho) , the Science Council of Japan (Nihon-gakujutsu-kaigi) , and 
other government agencies have published research ethical codes, reform measures, guidelines, 
and made several declarations in order to prevent wrongdoing . However , misconduct in 
research activity still remains a problem in many nations. The best way for researchers to 
acquire academic integrity is through educational training in research ethics. 

 The same thing can be said of teachers of elementary, junior, and senior high schools. The 
next stage, then, is to apply the issue mentioned above to teacher education or in-service 
training, and to design a new university educational curriculum for school teachers. 
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1.東 西冷戦構造崩壊後の現代社会構造の変容

　時間 的,物 理的制約を超え,人 間の諸活動が世界的

規模で展開されるよ うになった1980年 代,さ らにベル

リンの壁の崩壊に代表 される東西の冷戦構造崩壊後の

1990年 代,世 界の主要先進国はそれまでの工業化社会

からポス ト工業化社会の移行期の時代へと変容していっ

た。経済学者の佐和隆光(2006)は,20世 紀の最後の

10年 を 「ポス ト工業化社会の黎明期」と呼んだ。一方,

1990年 代を 「失われた10年 」 といわれるように,平 成

不況に直面し多 くのものを失った日本経済を再興 させ

るためには,「教育の改革なくしては,ポ ス ト工業化社

会への着地はむずか しい」(佐 和,2006)と する警鐘が

鳴 らされた。

　他方,ポ ス ト工業化社会への移行に伴 う知識基盤型

社会の到来を迎えた欧米先進諸国では,教 育改革への

取組みの中で 「シティズンシップの教育」が重要な課

題 として注目されてきた(小 玉,2003)。 その背景には

多文化共生の時代であるグローバル化社会の到来,持

続的発展社会の構築へ向けた地球環境の維持,異 質性

受容社会の構築へ向けた宗教的 ・民族的協調の形成,

さらには公共的モラルの確立等,の 世界的潮流が大き

な うね りとなって押し寄せてきた。

　 これらの諸現象は民主主義社会の存立と根幹に関わ

る基本的課題であ り,知 識基盤型社会の構築へ向けて



の教育改革,な かでも 「シティズンシップの教育」を

通した社会構築の動きが顕在化してきた。いわば教育

改革の中核をなすキー ・コンセプ トとしてクローズ ・

アッフ.されたのが,「 シティズンシッフ.」である。では

この 「シティズンシップ」(citizenship)」 という概念

は,何 を指すのであろ うか。通常,わ が国では 「市民

性」「市民権」 「社会的平等」等 と多様な訳語 として使

用 されているが,そ のもつ思想的意味合いは深 く,筆

者は 「平等 と社会的公正さに立脚 した共同市民性」 と

意訳し,解 釈する(佐 々木,2006)。

社会のグローバル化時代 とポス ト工業化社会への移

行に伴 う知識基盤型社会の幕開きの時代を迎えた先進

諸国は,こ うした社会構造の変化から派生する矛盾や

危機等に対応するために打ち出した方策の一つ として

取り上げたのが,「 シティズンシップの教育」であった

(小玉,2003)。 それは新 しい社会民主主義社会の構築

へ向けた教育システムの確立であ り,市 民一人ひ とり

が自らの可能性を切 り拓 くことのできる活力ある市民

本位の社会実現,と い う発想であった。

1997年 に誕生したイギリスのブレア(Blair,T.)政

権は,「排除(不 平等)」(social exclusion)で はなく,

「取り込み(包 含)」(socialinclusion)に よる平等な

社会の実現 こそが,持 続的発展する社会や経済の基盤

という,イ ギリス社会学界の泰斗ギデンス(Giddens,

A.,1998)等 の理論を根底 に政権構想を打 ち出した。

つま りブレア政権の 「社会的取 り込み(包 含)政 策」

(social inclusion policy)の 背後には,「排除」され

るもののない 「平等」な社会の実現によって,社 会や

経済の持続的発展を展開する,と い う指導理念に裏付

けられていた(佐 和 ・藤 田,2004)。

ところで学校教育改革の主要な柱の一つ としての 「シ

ティズンシップの教育」は,同 時に 「教師のシティズ

ンシップの教育」 とい う課題もその中に包含 されてい

るのである。それは成人や社会全体に蔓延 る 「排除」

の思想からの回復,さ らには 「社会的公正 さ」への追

求こそが,民 主主義社会の根底であ り,持 続的発展の

社会構築の根源 となるからである。そ こで教育改革に

おける 「シティズンシップの教育」 との関連の中で,

教師のあり方を総体的に考察することにす る。いわば

「シティズンシップの教育」の新たな展開へ向けての

再考である。

II.教 師のシテ ィズ ンシップと しての教育 ・研究倫

理 の問題

本 稿で は教 師教 育 にお け る職能 開発(teacher

professional development)の 課題として,シ ティズ

ンシップとの関わ りの中で教師の教育 ・研究倫理の問

題を取 り上げることにする。先ず学校教育機関である

幼稚園の教師や保育士に関わる職能開発の問題から検

討する。

教師個人の技能,資 質,さ らには実践的力量を向上

させるための諸活動を含む概念 としての職能開発は,

これまで教師のもつ特性や教授法 ・教育方法等 に力点

が置かれていたが,欧 米の主要国と異なってわが国で

は,学 習過程における子 どもの意欲や主体性の確立を

目指す 「生きる力」を,い かに培 うかが教師の職能開

発の最大の課題 となっている。

OECD(経 済協力開発機構)は,1998年 に加盟諸国

の 「現職教育 と教師の職能開発」(Staying Ahead-

In-serviceTrainingandTeacherProfessional

Development)(邦 訳は 『教師の現職教育 と職能開発』,

2001)に ついての事例比較の報告書を刊行したが,そ

の中で日本の教育制度は教師と生徒の多様性 と創造性

を欠落させている,と 指摘 した。一方,「 環境を通して

の保育」を主眼としているわが国の幼児教育は,幼 児

の主体性 と創造的活動を育む保育に取 り組んでいるが,

いまよりも一層充実した保育を展開するためには,幼

児教育者の職能開発という課題を現職教育のプログラ

ムや教師 ・保育士養成プログラムの中に,明 確 に位置

付ける必要がある。そのための具体的フ.ログラムの一

つ として,「保育者の職能開発一実践 ・研究活動におけ

る保育者の倫理」の問題がある(佐 々木,2005)。

幼児教育者の職能開発の課題としての保育実践及び

研究活動における倫理 と同様,経 済社会のグローバル

化,情 報化社会,少 子高齢化社会,高 学歴化社会等の

変動の著しい今 日,日 本の教育改革の転換期に直面し

ている初等 ・中等教育に携わる教師の資質 ・能力とし

て,こ れまでほとんど取 り上げられることのなかった,

教師のシティズンシップの重要な構成要因である教育 ・

研究倫理の問題 に焦点化 して考察することにする。

わが国の第二次世界大戦後の教師教育は,幅 広い市

民的教養をもつ教師の育成 とい う原則の下,大 学での

教員養成 と開放性の教員養成によって行われてきた。

しかし今 日,社 会構造の急激な変化や学校教育が直面

する課題の複雑化に対応できる人材の育成 という喫緊

の課題が浮上 してきた。文部科学大臣の諮問機関であ



る中央教育審議会 『今後の教員養成 ・免許制度の在 り

方について(答 申)』(2006)の 答 申文をはじめ,こ れ

までの種々の教員養成の在 り方 に関連する答申文や報

告書等においても,平 等と社会的公正さに関わる教師

の教育 ・研究倫理 とい う視点は,教 師の職能開発,つ

ま り求められる教師の資質 ・能力の開発ならびに実践

的力量の向上とい う教師力の枠組みか ら,相 変わ らず

欠落したままである。

　 したがって専門職能集団のメンバー として社会的責

任と自覚の下に,教 育 ・研究活動 に従事する教師は,

大学人 と同様,科 学 的,学 問的誠実性(academic

integrity/honesty)と い う教育 ・研究倫理の問題 と密

接に関連する専門職業人である。それ故,教 師のシティ

ズンシップの構築の課題として,教 育 ・研究倫理の行

動規準あるいは倫理綱領を導入 し,大 学における教師

養成教育,さ らには現職教育のプログラムの中で教師

論の新たな知の展開を実施する必要がある。しかもこ

の中で社会的公正さ,誠 実性 とい う視座から,教 育 ・

研究の倫理を明確化することが重要である。

皿.教 育 ・研究 と科学 的,学 問的誠実性の問題

　筆者は専門分野から日本保育学会に所属しているが,

日本保育学会倫理問題検討委員会委員 として参画 し,

倫理綱領作成に携わってきた(現 在,第 二次倫理問題

検討委員会が新たに構成され,内 規の整備等へ向け委

員長職務として携わっている)。約2年 近 くの審議等を

経て,平 成19年10月1日 をもって倫理綱領の発効を迎

えた。この間,ま たそれ以前から学会開催時のシンポ

ジウムの企画をはじめ,学 会誌編集委員 として編集企

画等での倫理問題の取 り上げに関わってきた。 日本保

育学会は教育系,心 理系諸学会 とくらべ,倫 理綱領の

作成では後発であった。4300人 を超える規模の組織に

なると,そ の学会コミュニティを綱領作成へと始動 さ

せることだけでも,か な りの時間とプロセスを要した。

しかし研究不正をめぐる社会の眼,さ らには日本学術

会議や科学者コミュニティか らの様々な支援等を背景

に,漸 く綱領策定への歩みが具体化されることになった。

　後述するように大学や学協会,さ らには研究機関等

は今 日,相 次いで研究倫理綱領や倫理宣言等の策定を

終えているが,綱 領の周知や理解,そ して実行へ向け

た研鑽 の機会の確保 とい う点で,大 きな課題を抱えて

いる。この問題については,い ずれ他の機会で提言す

ることにする。

　 ところでここでは学校教育,と りわけ義務教育や後

期中等教育に携わる教師の教育 ・研究倫理教育 と教師

養成教育における教育 ・研究倫理プログラムを,教 育

課程の中に位置付 けることが重要であることを提言す

る。そのために教育 ・研究倫理の中,と りわけ科学的 ・

学問的誠実性の課題を焦点化して,位 置付けることか

らはじめねばならない。

　では教師の科学的,学 問的誠実性 とは何か。簡潔に

定義すれば以下のようになる。専門的職能集団に属す

る教師は,専 門職業人 として子 どもの尊厳 と基本的人

権への敬意を払い,あ わせて子 どもの最善の利益 に配

慮 し,高 い水準の教育的 ・社会的責任と真摯な科学的

考察を伴 う自律的行動をい う。

IV.わ が国の教師の資質 ・能力をめぐる問題

　教師に求められる資質 ・能力については,か つての

教育職員養成審議会の答申や中央教育審議会の答申を

はじめ,様 々な機会において取 り上げられてきた。教

師 として必要な使命感,子 ども理解力,子 どもへの愛

情,教 職への愛着,教 科等の専門的知識,幅 広 く豊か

な教養,教 育的実践力,生 徒指導の知識 ・技能,地 球

的視野に立脚 して行動する基本的能力,人 間関係力,

コミュニケーシ ョン能力等 々が,教 師の資質 ・能力と

して指摘されてきた。 これ らの資質 ・能力は時代や社

会を超 えて求められる基本的,共 通的な側面 とその時

代や社会で特に要求 される資質 ・能力の側面 とがある。

　既 に述べた 『今後の教員養成 ・免許制度の在 り方に

ついて』の答申文では,こ れまで以上に変化の激しい

時代 に生きる教師に不断に求め られる資質 ・能力とし

て,教 師の 「学びの精神」が強調 されている。 しかし

ながら研究 と修養に努め,専 門性の向上をはかるとい

う 「学びの精神」には,職 能開発 としての教育 ・研究

倫理 に関わる具体的事項についての記述は存在 しない

のである。

　 「学びの精神」とい う新 しい資質 ・能力の必要性が

指摘 されたことは,こ れまでにない視点であり,高 く

評価できる事項である。それ故,こ の 「学びの精神」

の具現化への一つのプロセスとして,教 育 ・研究倫理,

さらには誠実性 とい う脈絡のなかで今後,一 層,教 師

の資質 ・能力の問題が明確化されることを望むもので

ある。幸い,答 申文では,「教職課程の質的水準の向上」

の既述の中に,大 学自身の教職課程の改善 ・充実へ向

けた主体的な取組みへの整備の必要性が指摘 されてい

る。その取組みへ向けた五つの方策の一つ に,「教職実

践演習(仮 称)の 新設 ・必修化」が提言 されている。



　しかもこの 「教職実践演習(仮 称)」 は,教 員として

必要な資質 ・能力の最終的な形成と確認」 とい う位置

付けを示している。またこの 「教職実践演習(仮 称)」

科目に法令上,四 つの事項を含めることが適当と明示

してある。1)使 命感や責任感,教 育的愛情等に関す

る事項,2)社 会性や対人関係能力に関する事項,3)

幼児 ・児童 ・生徒理解や学級経営等に関する事項,4)

教科 ・保育内容等の指導力に関する事項の四項目であ

る。筆者は,こ れ らの四項目に 「教育 ・研究倫理に関

する事項」を付加することを提言する。 この件につい

ては,日 中教師教育学術研究集会(佐 々木,2006)に

おいて,提 言し,日 中双方の研究者からも賛同を得た。

　また,日 本学術会議の中に設置された日本学術会議

教師の科学的教養と教員養成に関する検討委員会は,『こ

れからの教師の科学的教養と教員養成について』(日本

学術会議,2007)の 報告書をまとめ,公 表 した。 ここ

では教師の科学的教養 を 「科学の専門的知識 を実践の

臨床知へ と翻案し,科 学的コミュニケーシ ョンを図る

能力を有すること」 と規定し,そ れについての専門的

教養知の育成の必要性 を指摘 した。

　その上,次 世代教育 を担 う新 しい時代の教師に必要

な資質 ・能力の一つ として 「科学的倫理の形成」を,

教師の養成,採 用,研 修等の重点的強化 として取 り上

げることの必要性を強調している。「学びの精神」が教

師の資質 ・能力として付加されたことを考えるならば,

「学びの精神」の具体的展開として 「教育 ・研究の倫

理」,と りわけ科学的,学 問的誠実性の側面が,教 師養

成カ リキュラムの中に明確に位置付けられねばならな

い,と 考える。

V.内 外の動向からみた教育 ・研究倫理綱領策定の

　　背景と課題

　ここでは教師の教育 ・研究倫理の問題 と深 く関わる

科学者コミュニティの取組みを中心に述べてみる。筆

者は2007年8月 に日本保育学会の機i関誌に 「保育学研

究と倫理の問題」(佐 々木 ・秋田,2007)に ついて執筆

したので,そ の中から一部抜粋 しなが ら研究倫理につ

いての内外の動向を他の資料(佐.々 木,2007)と とも

に管見する。

　わが国の科学者コミュニティを代表する日本学術会

議は,2006年5月,関 係研究機関や学協会等へ 「科学

者倫理の取扱いについて(依 頼)」 を発送し,「倫理綱

領,行 動規範の設置状況等」に関する調査を実施した。

それらの調査結果をまとめ,2006年10.月 に科学者倫理

の確立へ向けた 『科学者の行動規範について』の声明

を発表 した。本声明は社会から科学者コミュニティへ

の信頼の回復 とい う喫緊の課題へ応えようとするもの

であった。それは科学者の研究不正行為の頻発への危

機感 と再発防止の対策を,関 連諸機関へ要請 した強い

メッセージでもあった。しかも 「社会の信頼と負託」「主

体的,自 律的な科学研究」「科学の健全な発展」等の根

幹 となる科学研究上の理念 に依拠 して作成された 『科

学者の行動規範について』は,「すべての学術分野に共

通する必要最小限の倫理規範である」ことを,殊 更強

調 した声明書でもあった。

　 ところでこの声明書の参考資料によると,全 国の大

学,研 究機関,学 協会を対象 とした質問紙調査の結果,

倫理綱領策定済みの機関等は13.3%,作 成中および検

討中は42.4%,両 者をあわせると55.7%で あるが,制

定予定のない機関等は41.3%に も達 していた。現在は

これ らの数字に変動が起 こっていると思われるが,策

定予定のない研究機関等の数字の多さに驚きを禁じ得ない。

　 日本学術会議では上記声明書の他にも,『科学におけ

る不正行為 とその防止について』(2003年6月)や 『科

学におけるミスコンダク トの現状と対策一科学者コミュ

ニティの自律に向けて一』(2005年7月)等 の報告書,

さらにはわが国全体の科学技術政策について,各 省庁

よりも高い立場から企画,立 案,総 合調整を行 う内閣

府の総合科学技術会議の 『研究上の不正に関する適切

な対応 について』(2006年2月),文 部科学省の科学技

術 ・学術審議会 による 『研究活動の不正行為への対応

のガイ ドラインについて』(2006年8月),同 じく文部

科学省の研究費の不正対策検討会による 『研究費の不

正対策検討報告書』(2005年12月)等 の報告書,さ らに

は文部科学省研究振興局長名による 「科学研究費補助

金の不正受給及び不正使用等の防止について(通 知)」

の通達,そ の他,理 化学研究所の 『科学研究上の不正

行為への基本的対応方針』(2005年12月)や 産業技術総

合研究所の 『研究者行動規範』(2006年1月)等 の報告

書,文 書が相次いで刊行 された。

　 これらの動向を受け,学 協会,大 学,研 究機関等も

研究倫理の策定へ 向けた動きを一段 と加速化 させ,前

記の日本学術会議の調査時点よりも現時点の策定への

対応は可成促進 されていることが予想 される。科学者

の研究不正の要因が,倫 理綱領の策定ないし研究倫理

問題への関心の向上に大きな影響を与えたが,遡 って

みれば1980年2.目 の 日本学術会議で採択された 「科学

者憲章」は,倫 理綱領的な方向性を示した憲章 として

高 く評価されるものである。本文中には科学者 として



の任務遂行にあたっての五項 目の遵守事項が示されて

いる。いずれも研究者の倫理に関連する基盤的な事項

である。

　一般にわが国の研究機関等による倫理綱領策定への

動きが顕著 になったのは,1998年 以降である(日 本学

術会議,2006)。 では何故,研 究倫理問題を視野に入れ

ざるを得なくなったのかについて,も う少 し別な視点

から考察する。またその背景にはどのような要因が存

在するのか。ここでは研究者コミュニティの内的要因

と外的要因とい う区分(岩 本,1997)を 参考に,こ れ

まで指摘 されている要因等を再整理しながら,大 局的

な視点から新たな分析 と考察を行ってみる。

　先ず研究者コミュニティの外的要因を考察すると,

1)人 権,福 祉,ジ ェンダー等の人間性の根幹に関わ

る意識の社会的高揚,2)ポ ス ト工業化社会への移行

に伴 う知識基盤型社会 におけるシティズンシップの確

立と教育の重視,3)個 人情報の保護に関する法律の

施行による法的整備等が考えられる。他方,研 究者 コ

ミュニティの内的要因として,1)従 来の非日常性的

研究の枠組みから社会的 ・日常的 ・実践的研究への要

請と変化に伴い,研 究の利害に関わる問題が鮮明化 し

たこと,2)研 究 を取 りまく環境の国際化に付随 し,

グローバル ・スタンダー ドの価値基準が求められるよ

うになったこと,3)競 争的研究資金の獲得を中心 と

した研究要件の変化に伴い業績主義的研究評価が顕著

になったこと,4)研 究の ミスコンダク ト(捏 造,改竄

,盗 用等)の 顕在化,5)大 学院生や若手研究者数

の飛躍的拡大による教育 ・研究指導等の不十分な体制

が進行したこと,等 々の要因が推測 される(佐 々木,

2007)。

　研究倫理 に関わる問題の顕在化現象は,内 的,外 的

要因 という枠組みの視点か らだけでは分析 ・考察 しに

くいものであるが,内 的要因に外的要因を含む一方,

外的要因に内的要因を含む とい う視点から,相 互関連

的にとらえなければならない問題でもある。いずれ に

しても学協会はじめ,研 究諸機関は研究活動の量的,

質的発展を目指すためにも,今 日の研究環境を取 りま

く厳しい社会的現実を直視 し,研 究諸機関としての真

摯な施策の典型が研究倫理綱領の策定であることを,

強 く自覚しなければならない。

VI.教 育 ・研究倫理と学問的,科 学的誠実性をめぐって

　産業技術総合研究所の 『研究者行動規範一研究の責

任ある遂行に向けて一』(2006年1.月)に よると,科 学

研究 の倫理 の根幹 は正義 感(justice),社 会 性(social

responsibility),高 潔 性 ・誠実性(integrity)で あ る

と謳 ってい る。 正義性 とは人類 に貢献 す る姿勢,社 会

性 とは社会 の一員 としての責任 ある行動,高 潔性 ・誠

実性 とは研究者 として の正 直な行動,と 解説 してい る

よ うに,倫 理綱 領の 中核 をなす概念 であ る。一 方,当

然 の ことな が ら学協会等 の性格,目 的,研 究分 野 をは

じめ,そ の 国の歴 史,文 化,教 育等 に よって綱 領の条

項 の表 現,内 容 の 中核的 力点,さ らには綱領 の構 成方

法,形 態等 に多 くの相違 がみ られ る。

　 ところでわ が国の心理 学系諸学会 の研究倫理 綱領の

検討,作 成等 の段 階で大 きな影 響 を与 えてい るの は,

アメ リカ心理 学会(American　 Psychological　 Association

:APA)の1992年 版 改訂 の倫理綱領 及び行動規範であ

る(ア メリカ心理学会著,富 田 ・深澤共訳,1996)。2002

年 に は第10回 目 とな る改訂 版(Knapp,　 S.&Vande

Creek,L.,2003)が 刊 行 され た。　APAの 倫 理綱領 は専

門職能 集 団 と社会 との 「契約 」で あ り,職 能集 団の会

員 に義 務 を課す もの とい う。

　また,APAの 倫 理綱領では,一 般綱領(Principles)

と して,1)利 益 と被害 の回避,2)忠 実 と社会 的責

任,3)誠 実 性,4)正 義,5)人 権 と尊厳,か ら構

成 されてい る。 なかでも誠実性 に関わる一般綱領 では,

心 理 学の研究,教 育,実 践 にあた り,正 確,正 直,真

実 の活動 に したが って追 求 してい かねばな らない こと

を強調す る。イギ リス心理学会(British　 Psychological

Association:BPS)の 倫 理綱領 において も,科 学的誠

実性 の最高度 の基準の下 で研究す る こと,イ ギ リス社

会学会(British　 Sociological　 Association:BSA)の

倫 理 宣言 も,専 門家 としての誠実性 の維持 に努 め るこ

と,ま た イ ギ リス 教 育 学 会(British　 Educational

Research　 Association:BERA)の 倫 理ガイ ドライ ン

も,教 育学研 究の質へ の尊 厳 として誠実性 の概念 を規

定 している(Mc-Namee&Bridges,　 D.〈ed.〉,2002)。

い わ ば科学的,学 問的誠 実性 とは研 究の品性 をあ らわ

す包括 的概念 であ る。 したが って 品性,品 格 の理念 こ

そ,研 究倫理 の核 心部分 を構 成す る要因で ある。

　 さらに1999年6月26日 か ら7.月1日 にか けて,ユ ネ

ス コ(UNESCO)及 び 国際科学会議(ICSU)の も と

にハ ンガ リーのブ ダペ ス トで開催 された 「21世紀のた

めの科学:新 たなコミッ トメン ト」世界科学会議(World

Conference　 on　 Science)で 採 択 され た 『科 学 と科学

的知識の利用 に関す る世界宣言』(1999年7.月)(http:〃

www.mext.go.jp/b.menu////houdo/11/10/991004a.

htm)の41項 に,以 下 のよ うな 「倫理綱領の定立 の必要



性」が規定 されている。

　 「すべての科学者は,高 度な倫理的基準を自らに課

すべきであ り,科 学を職業 とする者に対 して,国 際的

な人権法典 に記された適切な規範をもとにした倫理綱

領が定位 されなければならない。科学者の社会的責任

は,彼 らが高い水準の科学的誠実さと研究の品質管理

を維持し,知 識を共有し,社 会との意思の疎通を図 り,

若い世代を教育することな ど要求するものである。政

治当局は,科 学者によるこれ らの行動を尊重しなけれ

ばならない。科学教育のカ リキュラムには,科 学倫理,

歴史,哲 学,そ して科学の文化的影響に関する課程が

含まれるべきである。」

　文部科学省のユネスコ国内委員会や日本学術会議は,

国際科学会議へ積極的な協力を行っており,国 際科学

会議は科学が直面 している様々な問題解決へ向け,戦

略的な行動を含めた人類全体へ奉仕するための,新 た

なコミットメン トについて討議することを目的 とした

会議である。世界科学会議の世界宣言にも,科 学者の

社会的責任 として 「高い水準の科学的誠実 さと研究の

品質管理」の維持を上げ,し かも科学倫理の教育を科

学教育のカ リキュラムとして位置付ける必要性を強調

している。

皿.教 育 ・研 究倫理 の教育 と文化

　米国科学アカデ ミー(National　 Academy　 of　Sciences)

は,1989年 に学部生や 大学院生 へ向 けて 『科 学者 であ

ること(On　 Being　 a　Scientist-responsible　 conduct

in　research-)』 を刊 行 し,そ の6年 後 の1995年 に新

版 を発行 した。 因に 日本で は 『科 学者 をめ ざす君 たち

へ 一科学者 の責任 ある行動 とは一』の題 名で,池 内了

氏 によって新版が翻訳 されている(1996)。 本 書は,「 研

究倫理 の授業」 「研究方法や研究傾向に関す る授業」 「科

学史,科 学 と社会,科 学哲学 の授業」等 の大学で の授

業,さ らには 「研究所 や大学 が倫 理規範や 綱領 を検 討

す るた めの会合」等 で活用 され る こ とを想 定 して,執

筆 され ている。

　 2007年2月,東 京 で経済協 力開発機構(OECD)と

文 部科学省の主催 によって,「 科学 の公正性確保 と不 正

行為防止 のための専 門家会合」 が開催 され,OECD加

盟 国 はじめ中国,イ ン ド,イ スラエル等 の計23か 国が

参加 した(http://www.mext.go.jp/a-menu/kagaku/

kokusai/bunsyo/07030115.htm)。

　 この会議 では論文やデー タの捏造(Fabrication:存

在 し な い デ ー タ,研 究 成 果 等 の 作 成),改竄

(Falsification:研 究 資料 ・機器 ・過 程の変更操 作 に

よって,研 究活動 のデ ータや結果 を真正でな い もの に

加工),盗 用(Plagiarism:他 人 のアイデア ・分析 ・解

析方法,デ ータ,研 究結果,論 文 又は用語等 について,

当該研 究者 の了解 な く,あ るい は適切 な表示 をせ ず に

使用)を,不 正 行為(QRP:Questional　 Research

Practice),つ ま り 「デ ータを過剰 に解 釈す ること,過

剰 に装飾 され た研 究提案 書の作成,過 剰 に装飾 された

研 究成果等 の発表 等」 は,厳 密 に言 えば不正行 為 とは

い えな いが,科 学 の公正性 の確 保 か ら見 れば,今 後,

対 策 として検討 すべ き懸 案であ る と考 え る国が多か っ

た とい う。そ の上,研 究 の公正性 の確 保 と不正 防止へ

向け,な かで も若 手研究 者や学生等へ の倫理教 育の重

要性 を主 張す る 国が,極 めて 多数 であ った,と い う。

　一方,ア メリカ大統領行政府の科学技術政策局(OSTP:

Office　 of　Science　 and　 Technology　 Policy)は,「 研

究 の不正行為 に関わ る連 邦政府規律 」を2000年12.目6

日に採択した(ス テネ ック,N.　H.著,山 崎茂明訳,2005;

OSTP:http://www.ostp.gov/html/001207.3.html)。

1992年 に設立 された不正 防止機関 である米 国保健福 祉

省の研究公正局(ORI:Office　 of　Research　 Integrity)

は,『ORI研 究倫理入門一責任ある研究者 になるために一』

(ステネ ック,N.H.著,前 出)を2003年 に 刊行 した。

既述 の米国科学 アカデ ミー編の 『科 学者 をめ ざす君た

ちへ 』 と同様,本 書 も不正 防止 のための倫理教 育のテ

キス トであ り,研 究者 のみでな く学 生,ボ ス ドク等 を

対象 として執筆 されて いる。

　わ が国においても文部科学省(2006),日 本 学術会議

(2005)を は じめ,岩 本(1997),酒 井(2006),札 野

(2007),佐 々木(2006,2007)ら に よって,学 部教育

や大 学院教育 での研究倫理 教育 の必要 性が指摘 されて

い る。

　 1992年 に採択 され,そ の後2回 の改 訂が行わ れた ア

メ リカ教 育学会(American　 Educational　 Research

Association:AERA)の 倫 理基準(秋 田 ・恒吉 ・佐藤

編2005,AERA,2000)に よ る と,指 針基準 第6章

は前 文 と6項 か ら構成 されてい る。 これは教育研 究者

によって指導 を受 ける学 生や大学院 生を支援 し,援 助

や専 門的助言等 を与 える責任 につ いて述べた基 準の条

文 であ る。そ の第3項 を以下 に引用 してみ る。

　 「教 育研究者 は,学 生 と学生研究 者 に,研 究 の倫理

的次 元 に関す る情 報提供 を行い,彼 らが倫理基 準 に基

づ いて研究 を実践 す るこ とを奨励 し,問 題 のある プロ

ジェク トを回避 す る支援 を行 うべ きであ る。」(訳 文 は

秋 田 ・恒吉 ・佐藤 編 の著 書 による)



　 AERAの 倫 理基 準は,同 僚 との議論 を刺 激 し,道 徳

的信念 によって 自発的な遵守を喚起す る 「教育的文書」

(educational　 document)と して採択 されたものであ

る　(AERA,1992)。

　 ア メ リカの各大学 には,学 生や 大学院 生の科学的不

正防止の規律(academic　 integrity/dishonesty　 policy)

が 整 備 されてお り,剽窃 やカ ンニ ング防 止へ向 けた対

策 が 行 わ れ て い る(例 え ばUCIrvineのPreventing

Student　 Academic　 DishonestyやWest　 Virginia

Univ.のAcademic　 Integrity/Dishonesty　 Policy等 。

これ らは 当該大学のホームペー ジで閲覧で きる)。 こう

した対策 は科学上 の不 正問題 が大学 の主要 課題 の一つ

とな ってお り,し か も多数 の学 生 に不正 行為が蔓延 し

てい ることを反映 した ものである(Whitley,　 Jr.　B.E.

and　 Keith-Spiegel,　 P.,2002)。 大 学 にお ける学生 の

不正行為 を防止す るため に,一 人ひ と りが学問 に対す

る誠実性 をもって,学 校文化 を創 り上 げね ばならない,

とい う主張 が指摘 され るほ ど,緊 急 の課題 とな ってい

る(Lathrop,A.　 and　 Foss,K.,2005)。

　 わが 国において も多 くの大学 は試験時 にお けるカ ン

ニ ングや不 正の 防止規 程 を学則 の 中に入れ てい るが,

科 学的,学 問的誠実性 の教育,さ らにそれへ向 けた教

育 プログラム を開発 し,大 学 の教 育課程 の中 に明確 に

導入す ることが必要であ る。科学的,学 問的誠実性 は,

大 学教育 と研究 の主 要課題で あ り,大 学 文化 を構成 す

る主要 因 ともい えるもので ある。
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